




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（千円） 人件費（千円） 事業費（千円） 種　　　　別 金　　額（千円）
51 78 466，576290，830 175，746
総合研究（A）一般研究（A）2件 1，800
6，700
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第二端末室
音声計測室
ソナグラフ，ピッチレコーダー，エレクトロパラトグラフ，映像解析システム
等を設置し，各種音声の音響分析や発話時の調音運動の解析等を行う。
スタジオ及び脳波室の付属モニター室
録音・録画器及び脳波計を設置し、スタジオ及び脳波室内の音声や行動をモニ
ターし、録音・録画及び脳波記録を行う。
ミニ・コンピュータ（PDP11／］0）
各種実験装置の制御および解析に用いる。
映像音声教材制作装置
この装置は完全電子編集装置付VTRを中心とした教材開発のためのスタジオ
用装置で、テレシネ装置が主要部分の一つとなっている。
語学演習装置（LL）
刊 行 物
◎昭和60年度主要刊行物
　研究報告集（7）（国立国語研究所報告85）
　本書は，次の6編の論文をおさめたものである。①公文書のあて名の敬称一
一般個人あての場合一（杉戸清樹），②読みの眼球運動と読みの過程（神部尚
武），③小学校配当漢字外常用字漢の読み一中一，高一を対象にした自己判定
方式による調査の結果から一（島村直己），④同形異語判別への仮名漢字変換
処理の応用（斎藤秀紀），⑤受動構文に関する一考察一日本語とインドネシア
語との比較（正保勇），⑥あるラテン語動詞活用表（石井久雄）
　社会変化と敬語行動の標準（国立国語研究所報告86）
　日本の社会は，戦前の近代社会と比べて大きく変化した。人間の社会的な結
合関係の様式も大きく変化した。この変化が現代日本人の敬語・敬語行動とそ
の意識にどういう影響を与えたか，今後与えていくであろうか。そのことをま
ずマクロな見地から日本社会全体について考察して，仮説を立てた。次いでそ
の仮説を実証するために，秋田県北部の農村と越中五箇山郷の山村で集中的な
調査を実施した。本書は，その調査結果を報告したものである。
　中学校教科書の語彙調査（国立国語研究所報告87）
　「高校教科書の語彙調査」に続く調査で，知識体系を記述するための基礎的
な語彙を明らかにすることを主たる目的とする。昭和55年度（調査開始時）使
用の理科・社会科教科書7冊の全語彙を調査し，延べ約250，572語，異なり
8，139語を得て，それを五十音順・度数順の語彙表にまとめて掲げた。
一 47一
　日独仏西基本語彙対照表（国立国語研究所報告88）
　日本語，ドイツ語，フランス語，スペイン語の基本語彙について，意味分類
体で配列し，それぞれの意味分野における各言語の基本語彙の分布を鳥鰍する
ことを目的とした語彙表である。
　日本語については，『日本語教育のための基本語彙調査』　（報告77）で基本
六千として提示された語彙をとりあげ，他の3言語については，白水社刊の『ド
イツ基本語辞典』，『フランス基本語辞典』，『スペイン基本語辞典』で設定
された五千語レベルの基本語彙を用いた。各外国語の見出し語を，その訳語を
キーとして『分類語彙表』　（資料集6）の意味分類体系に従って配列し，同様
に配列した日本語の基本語彙と対照できるようにしたものである。
　国定読本用語総覧1　第1期〔あ～ん〕　（国語辞典編集資料一D
　　◎『尋常小学読本』明治37年度以降使用
　国辞典編集資料国定読本用語総覧は，国語辞典編集資料の一つとして国定読
本のすべての用語を文脈つきで示した索引（concordance）である。国定読本
は明治37年4月から昭和24年3月まで使用された文部省著作の小学校用国語教
科書（1～6期）のことで，本書はそのうちの第1期「尋常小学読本」（1～
8）の全用語を検索できるようにしたものである。解説，索引，付録からな
り，見出し語数3，864，参照見出し数812，空見出し数25，用例数32，409を
収録している。
一 48一
◎創立以来の刊行物
　国立国語研究所年報
　　・1～37（昭和24年度～昭和60年度）
　国語年鑑
　　昭和29年版～61年版
t国立国語研究所報告
1
2
3
4
5
6
7
．8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
八丈島の言語調査
言語生活の実態
一白河市および付近の農村における一
現代語の助詞・助動詞
一用法と実例一
婦人雑誌の用語
一現代語の語彙調査一
地域社会の言語生活
一鶴岡における実態調査一
少年の新聞
一小学生・中学生の新閲への提近と理Pt－一
入門期の言語能力
談話語の実態
読みの実験的研究
一音読にあらわれた読みあやまりの分析一
低学年の読み書き能力
敬語と敬語意識
総合雑誌の用語（前編）
一現代語の語彙調査一
総合雑誌の用語（後編）
一現代語の語彙調査一
中学年の読み書き能力
明治初期の新聞の用語
日本方言の記述的研究
高学年の読み書き能カ
　　　　　　　　　　　ー49一
（秀英出版刊）
（秀英出版刊）
（秀英出版刊）
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　ノノ
　　　ノノ
　　　〃
　　　〃
　　〃
　　　〃
　　　ノノ
　　　ノノ
　　　〃
（明治書院刊）
（秀英出版刊）
昭25．
昭26．
昭26．
昭2＆
昭28．
昭29．
昭29．
昭30．
昭30．
昭31．
昭32．
昭32．
昭33．
昭33．
昭34．
昭34．
昭35．
3
4
8
3
3
3
3
3
3
3
3
3
2
3
3
11
3
18
19
20
21
22
23
’24
25
26小学生の言語能力の発達
27共通語化の過程
　　一北海道における親子三代のことば一
28　類義語の研究
29戦後の国民各層の文字生活
30－1　日本言語地図（1）
　　　　日本言語地図（1）＜縮刷版＞
30－2　El本言語地図（2）
　　　　日本言語地図②＜縮刷版＞
30－3　日本言語地図〔3）
　　　　日本言語地図㈲＜縮刷版＞
30－4　日本言語地図〔4）
　　　　日本言語地図（4）＜縮刷版＞
30－5　日本言語地図（5）
　　　　日本言語地図（5）＜縮刷版＞
30－6　日本言語地図（6｝
　　　　日本言語地図⑥＜縮刷版＞
31　電子計算機による国語研究
話しことばの文型（1｝　　　　　　　　　　（秀英出版刊）
一対話資料による研究一
総合雑誌の用字　　　　　　　　　　　　　　　〃
同音語の研究　　　　　　　　　　　　　　　　〃
現代雑誌九十種の用語用字（第1分冊，総記，語彙表）〃
現代雑誌九十種の用語用字（第2分冊，漢字表）〃
話しことばの文型②　　　　　　　　　　　　〃
一独話資料による研究一
横組みの字形に関する研究　　　　　　　　　　〃
現代雑誌九十種の用語用字（第3分冊，分析）　〃
一 50一
　　（明治図書刊）
　　（秀英出版刊）
　　　　ノノ
　　　　〃
（大蔵省印刷局刊）
　　　　〃
　　　　〃
　　　　ノノ
　　　　〃
　　　　ノノ
　　　　〃
eT
　　　　〃
　　　　ノノ
　　　　ノノ
　　　　〃
　　（秀英出版刊）
昭35．3
昭35．11
昭36．3
昭37．3
昭38．3
昭38．3
昭39．3
昭39．3
昭39．10
昭40．3
昭40．3
昭41．3
昭41．3
昭56．10
昭42．　3
昭57．　8
昭43．3
昭58．6
昭45．3
昭59．2
昭47．3
昭60．3
昭49．3
昭60．3
昭43．3
32　社会構造と言語の関係についての基礎的研究（1）（秀英出版刊）
　　一親族語彙と社会構造一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日召43．
33家庭における子どものコミュニケーション意識
34　電子計算機による国語研究（9）
　　一新聞の用語用字調査の処理組織一
35　社会構造と言語の関係についての基礎的研究②
　　一マキ・マケと親族呼称一
36　中学生の漢字習得に関する研究
37　電子計算機による新聞の語彙調査
38　電子計算機による新聞の語彙調査（皿）
39　電子計算機による国語研究（皿1）
40送りがな意識の調査
41待遇表現の実態
　　一松江24時間調査資料から一
42　電子計算機による新聞の語彙調査（皿）
43動詞の意味・用法の記述的研究
44　形容詞の意味・用法の記述的研究
45幼児の読み書き能力
46　電子計算機による国語研究（IV）
47社会構造と言語の関係についての基礎的研究㈲
　　一性向語彙と価値観一
48　電子計算機による新聞の語彙調査（IV）
49　電子計算機による国語研究（V）
50　幼児の文構造の発達
　　一3歳～6歳時の場合一
51　電子計算機による国語研究（VD
52　地域社会の言語生活
　　一鶴岡における20年前との比較一
53　言語使用の変re（1）
　　一福島県北部地域の面接調査一
54　電子計算機による国語研究（VII）
　　　　　　　　　　　　　－51一
〃
〃
〃
〃
ノノ
〃
〃
ノノ
ll
ノノ
ノノ
〃
（東京書籍刊）
（秀英出版刊）
〃
ノノ
ノノ
〃
ノノ
ノノ
ノノ
〃
昭43．
昭44。
3
12
3
昭45．2
昭46．3
昭45．　3
昭46．　3
昭46．3
昭46．　3
昭46．　3
昭47．
昭47．
昭47．
昭47．
昭47．
昭48．
昭4＆
昭4＆
昭4＆
3
3
3
3
3
2
3
3
3
昭49．3
昭49．　3
昭49．　3
昭50．　3
55幼児語の形態論的な分析
　　一動詞・形容詞・述語名詞一
56　現代新聞の漢字
57比喩表現の理論と分類
58幼児の文法能力
ち9電子計算機による国語研究（珊）
60　X線映画資料による母音の発音の研究
　　一フォネーム研究序説一
61電子計算機による国語研究（IX）
62　研究報告集一1－
63児童の表現力と作文
64　各地方言親族語彙の言語社会学的研究（1）
65　研究報告集一2－
66　幼児の語彙能力
67　電子計算機による国語研究（X）
68専門語の諸問題
69　幼児・児童の連想語彙表
70－1　大都市の言語生活（分析編）
70－2　大都市の言語生活（資料編）
71研究報告集一3－
72幼児・児童の概念形成と言語
73企業の中の敬語
74　研究報告集一4－
75　現代表記のゆれ
76　高校教科書の語彙調査
77敬語と敬語意識
　　一岡崎における20年前との比較一
78　日本語教育のための基本語彙調査
　　　　　　　　　　　　　一52一
（秀英出版刊）
　　　ノノ
　　　ノノ
（東京書籍刊）
（秀英出版刊）
　　ノノ
　　〃
　　　ノノ
（東京書籍刊）
（秀英出版刊）
　　　ノノ
（東京書籍刊）
（秀英出版刊）
　　　ノノ
（東京書籍刊）
（三省堂刊）
　　　〃
（秀英出版刊）
（東京書籍刊）
（三省堂刊）
（秀英出版刊）
　　　〃
　　　〃
（三省堂刊）
（秀英出版刊）
昭50．
昭51．
昭52．
昭52．
昭52．
昭53．
昭53．
昭53．
昭53．
昭54．
昭55．
昭55．
昭55．
昭56．
昭56．
昭56．
昭56．
昭57．
昭57．
昭57．
昭58．
昭58．
昭58．
昭58．
昭59．
2
3
2
3
3
3
3
3
7
1
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
　79　研究報告集一5－
　80　言語行動における日独比較
　81　高校教科書の語彙調査②
　82現代日本語動詞のアスペクトとテンス
　83　研究報告集一6－
　84　方言の諸相
　　　一『日本言語地図』検証調査報告一
　85　研究報告集一7－
　86　社会変化と敬語行動の標準
　87　中学校教科書の語彙調査
　88　日独仏西基本語彙対照表
国立国語研究所資料集
1
2
3
4
5
6
7
8
9
国語関係刊行書目
1昭和17年～昭和24年一
語彙調査
一現代新聞用語の一例一
送り仮名法資料集
明治以降国語学関係刊行書目
語縄語辞典
分類語彙表
動詞・形容詞問題用例集
現代新聞の漢字調査（中間報告）
纏安愚楽鍋用語索引
10－1
10－－2
10－3
10－4
10－5
（秀英出版刊）　昭59．　3
（三省堂刊）昭59．3
（秀英出版刊）　昭59．3
　　〃　　　昭60．　1
　　〃　　　昭60．3
（三省堂刊）昭60．3
（秀英出版刊）　昭61．　3
　　　〃　　　　　　　日召　61．　　3
　　〃　　　　　日召61．　　3
　　〃　　　　　日召61．　　3
（秀英出版刊）　昭25．　3
ノノ
　　　　〃
　　　　〃
（大蔵省印刷局刊）
　　（秀英出版刊）
ノノ
〃
ノノ
方言談話資料（1）一山形・群馬・長野一　　　〃
方言談話資料②一奈良・高知・長崎一　　　〃
方言談話資料（3）一青森・新潟・愛知一　　　〃
方言談話資料（4）一福井・京都・島根一　　　〃
方言談話資料㈲一岩手・宮城・千葉・静岡一〃
　　　　　　　　－53一
昭27．　3
昭27．
昭30．
昭3＆
昭39．
昭46．
昭46．
昭49．
昭53．
昭54．
昭55．
昭55．
昭56．
3
6
4
3
3
3
3
3
3
1
ユ
1
10－6
10－7
10－8
　11　日本言語地図語形索引
国立国語研究所言語処理データ集
　1．　高校教科書　文脈付き用語索引
国立国語研究所国語辞典編集資料
　1．　国定読本用語総覧1　第1期〔あ～ん〕
　　　◎『尋常小学読本』明治37年度以降使用
国立国語研究所研究部資料集
　幼児のことぽ資料（1｝
　幼児のことば資料②
　幼児のことば資料㈲
　幼児のことば資料（4）
　幼児のことば資料㈲
　幼児のことぽ資料（6）
国立国語研究所論集
1
2
3
4
5
方言談話資料（6｝一鳥取・愛媛・宮崎・沖縄一〃
方言談話資料（7）一老年層と若年層との会話一〃
　青森・岩手・新潟・千葉・静岡・長野・愛知・福井
方言談話資料（8）一老年層と若年層との会話一〃
　群馬・奈良・鳥取・島根・愛媛・高知・長崎・沖縄
　　　　　　　　　　　　　　　（大蔵省印刷局刊）
ことばの研究
ことばの研究第2集
ことばの研究第4集
ことばの研究第4集
ことばの研究第5集
昭57．　2
昭58．10
昭60．3
昭60．3
（日本マイクロ）昭60．3
昭60．11
（秀英出版刊）　昭56．　3
　　〃　　　昭56．3
　　〃　　　昭57．3
　　　’ノ　　　　　　　日召　57．　　3
　　　ノノ　　　　　　　日召　58．　　2
　　〃　　　　　日召58．　2
（秀英出版刊）
　　　ノノ
　　〃
　　〃
　　〃
昭34．2
昭40．　3
昭42．3
昭48．12
昭49．3
一 54一
日本語教育指導参考書
　　霞藷凝議§竪立国藷研響繍（lp　ml　fi　！u）
　　　一発音・表現編一
　　冒葉藷呈百羅鵠国立国翻究所編　〃
　　一文字・表現編一
　4　日本語の文法（上）　国立国語研究所編　　　〃
　5　日本語の文法（下）　国立国語研究所編　　　〃
　6　日本語教育の評価法　国立国語研究所編　　　　〃
　7　中・上級教授法　　　国立国語研究所編　　　〃
　8　日本語の指示詞　　　国立国語研究所編　　　　〃
・呈轟霧㌶熊国掴緬究所編　〃
　10　日本語教育文献索引　国立国EljEJ｝究所編　　　　〃
　11談話の研究と教育1　国立国語研究所編　　　〃
　12　語彙の研究と教育（上）国立国語研究所編　　　〃
　13　語彙の研究と教育（下）国立国語研究所編　　　〃
そ　の　他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（秀英出版刊）
　国立国語研究所編　　日本語教育の概観
国掴緬究所編里耀馨魏弄±年の鷺垂出版刊）
冒璃郷纏繍高校生と新聞
誌麟耀詩編静とマス窃コミユニケ磁茨誓店刊）昭・・．・
昭50．　3
昭51．3
昭53．　3
昭56．3
昭54．3
昭55．3
昭56．3
昭57．　3
昭58．　3
昭5＆　3
昭59．3
昭60．3
昭31．6
昭51．11
昭53．11
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　　巻
ユニット1
　　1＊
　　2＊
　　3＊
　　4＊
　　5＊
ユニツト2
　　6＊
　　7＊
　　8＊
　　9＊
　　10＊
ユニット3
　　11＊
　　12＊
　　13＊
　　　　日本語教育映画基礎編一覧
　　　　　　（各巻16ミリカラー，5分，日本シネセル社販売）
　　　　　題　　　　　　　名　　　　　　　　制作年度（昭和）・
これは　かえるです　　　　　　　　　　　　　　　49
　　　　　－「こそあど」＋「は～です」一
さいふは　どこにありますか　　　　　　　　　　49
　　　　　－「こそあど」十「～がある」一
やすくないです，たかいです一形　容　詞一　　　　49
きりんは　どこにいますか　　　　　　　　　　　51
　　　　　　　　　　　－「いる」「ある」一
なにを　しましたか　一動　　　詞一　　　　　　　　50
しずかな　こうえんで一形容動詞一　　　　　　50
さあ，かぞえましょう　一助　数詞一　　　　　　50
どちらがすきですか一比較・程度の表現一　　　52
かまくらを　あるきます一移動の表現一　　　　　51
もみじが　とても　きれいでした　　　　　　　　　52
　　　　　　　一です，でした，でしょう一
きょうは　あめが　ふっています　　　　　　　　　52
　　　　　　一して，している，していた一
そうじは　してありますか　　　　　　　　　　　53
　　　　一してある，しておく，してしまう一
おみまいに　いきませんか　　　　　　　　　　　　53
　　　　　　　　　　一依頼・勧誘の表現一
　　　　　　　　　r56一
　　14＊
　　15＊
ユニット4
　　16＊
　　17＊
　　18＊
　　19＊
　　20＊
ユニット5
　　21＊
　　22＊
　　23
　　24
　　25
ユニット6
　　26
　　27
なみのおとが　きこえてきます
　　　　　　　　　　　一「いく」「くる」一
うつくしい　さらに　なりました
　　　　　　　　　　一「なる」「する」一
みずうみのえを　かいたことが　ありますか
　　　　　　　　　　一経験・予定の表現一
あのいわまで　およげますか　一可能の表現一
よみせを　みに　いきたいです
　　　　　　　　　　一意志・希望の表現一
てんきが　いいから　さんぽを　しましょう
　　　　　　　　　　一原因・理由の表現一
さくらが　きれいだそうです
　　　　　　　　　　一伝聞・様態の表現一
おけいこを　みに　いっても　いいですか
　　　　　　　　　　一許可・禁止の表現一
あそこに　のぼれば　うみがみえます
　　　　　　　　　　　　一条件の表現1一
いえがたくさんあるのに　とてもしずかです
　　　　　　　　　　　　一条件の表現2一
おかねを　とられました　一受身の表現1一
あめに　ふられて　こまりました
　　　　　　　　　　　　一受身の表現2一
このきっぷを　あげます
　　　　　　　　一やり・もらいの表現1一
にもつを　もって　もらいました
　　　　　　　　一やり・もらいの表現2－
　　　　　　　　　－57一
53
50
54
54
54
55
55
56
56
56
51
55
57
57
28
29＊
30＊
てつだいを　させました　一使役の表現一　　　　　57
よく　いらっしゃいました一待遇表現1－　　　　58
ぜんせいを　おたずねします一待遇表現2－　　　58
　　　第1巻～第3巻は文化庁との共同企画
　　　＊については日本語教育映画解説の冊子がある。
日本語教育映画関連教材
　　　日本語教育映画基礎編シナリオ集全1冊
　　　日本語教育映画基礎編教師用マニュアル全6分冊
　　　日本語教育映画基礎編練習帳全6分冊
　　　日本語教育映画基礎編総合語彙表（全1冊）
日本語教育映画解説
　　　日本語教育映画解説（基礎編1，2，3）
　　　日本語教育映画解説（基礎編4，5，6，7）
　　　日本語教育映画解説（基礎編8，9，10，11）
　　　日本語教育映画解説（基礎編15，17）
　　　日本語教育映画解説（基礎編12，13，14）
　　　日本語教育映画解説（基礎編16，19，20，21）
　　　日本語教育映画解説（基礎編29，30）
　　　日本語教育映画解説（基礎編18，22）
昭59．11
昭59，11
昭59．11
昭60．11
昭53．
昭54．
昭55．
昭56．
昭57．
昭58．
昭59．
昭61．
3
3
3
3
3
3
3
3
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関　係　法　令
文部省組織令（抄）　（昭和59年6月28日　政令第227号）
　第2章　文化庁
　　第1節　内部部局
　　　第1款　長官官房及び部の設置等
　（長官官房及び部の設置）
第85条　文化庁に長官官房及び次の2部を置く。
　文化部
　文化財保護部
　（文化部の事務）
第89条　文化部においては，次の事務をつかさどる。
　四　国立国語研究所，国立近代美術館，国立西洋美術館，国立国際美術館及
　　び日本芸術院に関する予算案の準備その他の他部局の所掌に属しない事務
　　に関すること。
　　　第2款　課の設置等
　　　　第2目　文化部
　（文化部の分課）
第95条　文化部に次の5課を置く。
　文化普及課
　芸術課
　国語課
　著作権課
　宗務課
一 59一
　（国語課）
第98条　国語課においては，次の事務をつかさどる。
　二　国立国語研究所に関すること（人事及び予算に関する事項以外の事項に
　　係るものを除く。）。
　　　第3節　施設等機関
　（施設等機関）
第108条　文化庁長官の所轄の下に，文化庁に国立国語研究所を置く。
　（国立国語研究所）
第109条　国立国語研究所は，国語及び国民の言語生活に関する科学的調査研
　究を行い，あわせて国語の合理化の確実な基礎を築くための事業を行う機関
　とする。
2　国立国語研究所の事業，組織，運営その他国立国語研究所に関し必要な事
　項については，国立国語研究所組織令（昭和59年政令第228号）の定めると
　ころによる。
，・ （研究施設の指定）
第115条　国立国語研究所及び国立文化財研究所は，法第5条第37号に規定す
　る政令で定める研究施設とする。
　　附　則
　この政令は，昭和59年7月1日から施行する。
　国立国語研究所組織令（昭和59年6月28日　政令第228号）
　（趣旨）
第1条　国立国語研究所（以下「研究所」という。）については，文部省組織
令（昭和59年政令第227号）で定めるもののほか，この政令の定めるところ
　による。
　　　　　　　　　　　　　　　－60一
　（事業）
第2条　研究所は，次の調査研究を行う。
　一　現代の言語生活及び言語文化に関する調査研究
　二　国語の歴史的発達に関する調査研究
　三　国語教育の目的，方法及び結果に関する調査研究
　四　新聞における言語，放送における言語等同時に多人数が対象となる言語
　　に関する調査研究
2　研究所は，前項の調査研究に基づき，次の事業を行う。
　一　国語政策の立案上参考となる資料の作成
　二　国語研究資料の集成，保存及びその公表
　三　現代語辞典，方言辞典，歴史的国語辞典その他研究成果の編集及び刊行
3　第1項の調査研究は，他の研究機関又は個人によって既に行われ，又は現
　に行われている同種の調査研究と重複しないことを原則とする。
　（報告の公表）
第3条　研究所は，毎年少なくとも1回，調査研究の状況及びその成果に関す
　る報告を公表するものとする。
　（所長）
第4条　研究所に，所長を置く。
2　所長は，他の政府職員と兼ねることができない。
　　（評議員会）
第5条　研究所に，評議員会を置く。
2　評議員会は，20人の評議員で組織する。
3　評議員会は，研究所の毎年の事業計画，調査研究の委託その他重要事項に
　ついて審議し，所長に助言する。
4　所長は，前項の重要事項については，評議員会の助言を求めなけれぽなら
　ない。
　　　　　　　　　　　　　　　－61一
　（評議員）
第6条　評議員は，学識経験のある者のうちから，文化庁長官が任命する。
2　政府職員（国立の学校の教職員を除く。）は，評議員となることができ
　ない。
3　評議員の任期は，4年とする。ただし，再任を妨げない。
4　補欠の評議員の任期は，前任者の任期の残任期間とする。
　（評議員会の会長及び副会長）
第7条評議員会に，評議員の互選による任期2年の会長及び副会長各1人を
　置く。
　（位置）
第8条　研究所の位置は，文部省令で定める。
　（研究所の内部組織等）
第9条　この政令に定めるもののほか，研究所の内部組織及び運営（評議員会
　の運営を除く。）に関し必要な事項は所長が，評議員会の運営に関し必要な
　事項は評議員会が定める。
　　　附　則
　この政令は，昭和59年7月1日から施行する。
　文部省設置法施行規則（抄）　　（昭和28年1月13日　文部省令第2号）
　　　　　　　　　　　　改正（昭和59年6月30日　文部省令第37号）
　第5章　文化庁の施設等機関
　　第1節　国立国語研究所
　（位置）
第80条の14国立国語研究所の位置は，東京都北区とする。
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国立国語研究所組織規程
（内部組織）
第1条　国立国語研究所に，次の6部を置く。
　一　庶　　務　　部
二　言語体系研究部
三　言語行動研究部
四　言語変化研究部
五　言語教育研究部
六　言語計量研究部
2　前項に掲げるもののほか，［国立国語研究所に，
　く。
（昭和49年4月11日所長裁定）
（昭和51年9月25日一部改正）
（昭和52年4月18日一部改正）
（昭和54年9月13日一部改正）
（昭和55年6月2日一部改正）
（昭和56年3月19日一部改正〉
日本語教育センターを置
（庶務部の分課及び事務）
第2条　庶務部に，次の2課を置く。
　一　庶　　務　　課
二　会　　計　　課
2　庶務課においては，次の事務をつかさどる。
一・ 職員の人事に関する事務を処理する。
二　職員の衛生，医療及び福利厚生に関する事務を処理すること。
三　公文書類を接受し，発送し，編集し，及び保存すること。
四公印を管守すること。
五　国立国語研究所の所掌事務に関し，連絡調整すること。
六　諸規程の制定及び改廃に関すること。
七　国立国語研究所評議員会に関すること。
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　八　図書館の事務を処理すること。
　九　前各号に掲げるもののほか，他の所掌に属しない事務を処理すること。
3　会計課においては，次の事務をつかさどる。
　一　予算に関する事務を処理する。
　二　経費及び収入の決算その他会計に関する事務を処理すること。
　三　行政財産及び物品の管理に関する事務を処理すること。
　四　文部省共済組合文化庁支部国立国語研究所所属所に関する事務を処理す
　　ること。
　五　庁舎及び設備の維持，管理に関する事務を処理すること。
　六庁内の取締りに関すること。
　（言語体系研究部）
第3条　言語体系研究部においては，国語の体系に関する科学的調査研究を行
　う。
2　言語体系研究部に第1研究室及び第2研究室を置き，各室においては，前
　項の調査研究について，それぞれ現代語の文法体系に関する調査研究及び現
　代語の語彙体系に関する調査研究を行う。
　（言語行動研究部）
第4条　言語行動研究部においては，国民の言語使用に関する科学的調査研究
　を行う。
2　言語行動研究部に第1研究室，第2研究室及び第3研究室を置き，各室に
　おいては，前項の調査研究について，それぞれ現代語の表現及びその伝達効
　果に関する調査研究，社会生活における言語使用に関する調査研究並びに音
　声及び文字に関する実験的研究を行う。
　（言語変化研究部）
第5条　言語変化研究部においては，国語の地域的，時代的変化に関する科学
　的調査研究を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　－64一
2　言語変化研究部に第1研究室及び第2研究室を置き，各室においては，前
　項の調査研究について，それぞれ方言に関する調査研究及び近代語に関する
　調査研究を行う。
　（言語教育研究部）
第6条　言語教育研究部においては，国民に対する国語の教育に関する科学的
　調査研究を行う。
2　言語教育研究部に第1研究室を置き，前項の調査研究について，言語能力
　に関する調査研究を行う。
　（言語計量研究部）
第7条　言語計量研究部においては，国語及び国民の言語生活に関する計量的
　調査研究を行う。
2　言語計量研究部に第1研究室，第2研究室及び第3研究室を置き，各室に
　おいては，前項の調査研究について，それぞれ語彙に関する計量的調査研
　究，文字・表記に関する計量的調査研究並びに言語の電子計算機処理及びそ
　のプPグラムの開発に関する調査研究を行う。
　（日本語教育センター）
第8条　日本語教育センターにおいては，外国人に対する日本語教育（以下
　「日本語教育」という。）に関する基礎的，実際的調査研究及びこれに基づ
　く研修，教材作成等の指導普及に関する業務を行う。
　（日本語教育センターの長）
第9条　日本語教育センターに，長を置く。
2　前項の長は，日本語教育センターの事務を掌理する。
　（日本語教育センターの内部組織）
第10条　日本語教育センターに，日本語教育指導普及部のほか，第1研究室，
　第2研究室，第3研究室及び第4研究室を置く。
2　日本語教育指導普及部に，日本語教育研修室及び日本語教育教材開発室を
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　置く。
3　第1研究室においては，日本語教育に関し，日本語の音声，文字，語彙及
　び文法並びに日本人の言語行動様式に関する調査研究並びにこれに基づく教
　育内容に関する調査研究を行う。
4　第2研究室においては，日本語教育に関し，日本語と欧米諸言語との対照
　研究及びこれに基づく外国人の母語別，学習目的別等による教育方法に関す
　る調査研究を行う。
5　第3研究室においては，日本語教育に関し，日本語と東南アジア諸言語と
　の対照研究及びこれに基づく外国人の母語別，学習目的別等による教育方法
　に関する調査研究を行う。
6　第4研究室においては，日本語教育に関し，日本語と中国語，朝鮮語等と
　の対照研究及びこれに基づく外国人の母語別，学習目的別等による教育方法
　に関する調査研究を行う。
7　日本語教育研修室においては，日本語教育に従事し，又は従事しようとす
　る者に対する一般的，基礎的な研修に関する調査研究及びこれに基づく研修
　会等を行う。
8　日本語教育教材開発室においては，日本語教育に関する基本的教材・教具
　の開発に関する調査研究及びこれに基づく教材・教具の作成，提供等を行う。
　（各研究部及び日本語教育センターの共通事務）
第11条各研究部及び日本語教育センターにおいては，第3条から第8条まで
　に定めるもののほか，各研究部及び日本語教育センターの所掌事項に関し，
　次の事務をつかさどる。
　一　国語問題に関する資料の作成に関すること。
　二　各種辞典の編集に関すること。
　三　研究成果の集成，保存，公表及び刊行に関すること。
　四　情報及び資料の収集，整理並びに提供に関すること。
　　　　　　　　　　　　　　　－66一
　五　内外の諸機関との連絡協力に関すること。
　　　附　則
　この規程は，昭和49年4月11日から施行する。
　　　附　則
　この規程は，昭和51年10月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は，昭和52年4月18日から施行する。ただし，第10条第1項から第
3項までの改正規定中第1研究室及び第2研究室に係る部分については，昭和
52年10月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は，昭和54年10月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は，昭和55年10月1日から施行する。
　　　附　則
　この規程は，昭和56年4月1日から施行する。
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国立国語研究所庶務部事務分掌規程 （昭和35年2月24目所長裁定）
（昭和40年10月1日一部改正）
（昭和44年8月6日一部改正）
1　庶務課に庶務係および人事係を置き，次の事務をつかさどる。ただし，当
分の間図書館の事務を処理するものとする。
　（庶務係）
1
2
3
4
5
6
7
8
9
機密に関する事務を処理すること。
文書に関する事務を処理すること。
公印を管守すること。
評議員会に関する事務を処理すること。
法規ならびに所内規程の整備に関すること。
所内事務の連絡調整に関すること。
後援名儀の使用に関する事務を処理すること。
内地留学生に関する事務を処理すること。
諸証明に関する事務を処理すること。
10職員の出張および講師派遣等に関する事務を処理すること。
11職員の福利，厚生および保健に関する事務を処理すること。
12　宿日直，超過勤務命令に関する事務を処理すること。
13外来者の応接に関すること。
14他課係の所掌に属しない事務を処理すること。
（人事係）
1
2
3
4
5
職員の任免懲戒および恩賞に関する事務を処理すること。
職員の服務に関する事務を処理すること。
職員の職階ならびに勤務評定に関する事務を処理すること。
職員の給与ならびに退職手当に関する事務を処理すること。
共済組合（長期給付）に関する事務を処理すること。
　　　　　　　　　　　　－68一
6　職員の研修に関すること。
　7　人事に関する記録の作成および保存に関すること。
　8　扶養親族の認定に関すること。
　9　非常勤職員に関する事務を処理すること。
　（図書館）
　1　図書の選定および管理に関すること。
　2　図書の目録に関すること。
3　図書の閲覧に関すること。
2　会計課に総務係，経理係および用度係を置き，次の事務をつかさどる。
　（総務係）
1
2
3
4
5
6
7
8
会計課の公印を管守すること。
予算および予算案に関する事務を処理すること。
支出負担行為の確認に関する事務を処理すること。
会計の監査に関すること。
共済組合（長期給付，収入および支払を除く。）に関する事務を処理す
ること。
健康保険および厚生年金に関する事務を処理すること。
会計に関する公文書類を整理保存すること。
この課の他係の所掌に属しない事務を処理すること。
（経理係）
1
2
3
4
5
6
債権の管理に関する事務を処理すること。
収入および支出に関する事務を処理すること。
支出負担行為の経理に関する事務を処理すること。
経費および収入の決算に関する事務を処理すること。
給与に関する事務を処理すること。
科学研究費の経理に関する事務を処理すること。
　　　　　　　　　　　　－69一
7　共済組合（収入および支払）に関する事務を処理すること。
（用度係）
1
2
3
4
5
6
物品の管理に関する事務を処理すること。
物品，役務の調達に関する事務を処理すること。
国有財産の管理に関する事務を処理すること。
庁舎内外の警備に関すること。
諸設備の維持管理に関する事務を処理すること。
国設宿舎に関する事務を処理すること。
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　国立国語研究所評議員会運営規則　　　　　（昭和43年7月2日評議員会決定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和46年11月30日一部改正）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和51年3月15日一部改正）
　　（会長及び副会長）
第1条　会長及び副会長は，評議員の過半数によって選出する。
第2条　会長は，会務を総理し，評議員会を代表する。
2　副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき又は会長が欠けたとき，
　その職務を代理する。
　　（幹事及び書記）
第3条　評議員会に幹事1人及び書記2人を置く。
2　幹事は，研究所の庶務部長をもって，書記は，研究所の庶務課長及び会計
　課長をもって充てる。
　　（部会の設置）
第4条　評議員会は，必要がある場合には部会を設けることができる。
2　部会の構成は，評議員会にはかって，会長が定める。
　　（所長等の出席説明）
第5条　評議員会は，所長及び研究所の職員ならびに調査研究の委託を受けた
　者が会議に出席して説明することを，所長に求めることができる。
2　所長は，会議に出席して意見を述べ，又は研究所の職員をして意見を述べ
　させることができる。
　（会議）
第6条　会議は，常会及び臨時会とし，会長が招集する。
2　常会は，毎年2回開く。
3　臨時会は，会長が必要と認めたとき又は評議員7人以上からの要求があっ
　たときに開く。
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　（議事）
第7条　会長は，会議の議長となり，議事を整理する。
第8条　評議員会は，評議員の2分の1以上の出席がなければ，議事を開き議
　決することができない。
2　議事は，出席評議員の過半数で決する。可否同数のときは，議長の決する
　ところによる。
第9条　動議を提出しようとする者は，文書又は口頭で議長に申し出なければ
　ならない。
2　動議は，出席評議員の過半数の賛成を得なければ，議題とすることができ
　ない。
第10条　部会の運営については，この規則を準用する。
　　　附　則
　この規則は，昭和43年7月2日から実施する。
　　　附　則
　この規則は，昭和46年11月30日から実施する。
　　　附　則
　この規則は，昭和51年3月15日から実施する。
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　日本語教育センター運営委員会規則　　　　　（昭和53年2月1日所長裁定）
第1条　国立国語研究所に日本語教育センター運営委員会（以下「委員会」と
　いう。）を置く。
第2条　委員会は，日本語教育に関する調査研究，教員研修及び教材開発等の
　事業を総合的かつ効果的に推進するために，日本語教育センター長が求める
　事項を審議し，助言する。
第3条　委員会に，委員15人以内を置く。
2　委員は，学識経験者及び日本語教育関係者のうちから所長が委嘱する。
3　委員の任期は2年とする。
第4条　委員会に委員長及び副委員長各1人を置く。
　委員長及び副委員長は，委員の互選による。
第5条　委員会の庶務は，日本語教育センター第1研究室において処理する。
　　　附　則
　この規則は，昭和53年2月1日から実施する。
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（参　考）
国立国語研究所設置法 　　（昭和23年12月20日法律第254号）
改正（昭和24年5月31日法律第146号）
改正（昭和43年6月15日法律第99号）
改正（昭和55年3月31日法律第13号）
廃止（昭和58年12月2日法律第78号）
　　（目的及び設置）
第1条　国語及び国民の言語生活に関する科学的調査研究を行い，あわせて国
　語の合理化の確実な基礎を築くために，国立国語研究所（以下「研究所」と
　いう。）を設置する。
2　研究所は，文化庁長官の所轄とする。文化庁長官は，人事及び予算に関す
　る事項に係るものを除くほか，研究所の監督をしてはならない。
3　研究所の位置は，文部省令で定める。
　（事業）
第2条研究所は，次の調査研究を行う。
　一　現代の言語生活及び言語文化に関する調査研究
　二　国語の歴史的発達に関する調査研究
　三　国語教育の目的，方法及び結果に関する調査研究
　四　新聞における言語，放送における言語等，同時に多人数が対象となる言
　　語に関する調査研究
2　研究所は，前項の調査研究に基づき，次の事業を行う。
　一・国語政策の立案上参考となる資料の作成
　二　国語研究資料の集成，保存及びその公表
　三　現代語辞典，方言辞典，歴史的国語辞典その他研究成果の編集及び刊行
　（調査研究の委託）
第3条　研究所の事業は，他の研究機関又は個人によって既に行われ，又は現
　に行われている同種の調査研究と重複しないことを原則とする。
　　　　　　　　　　　　　　　－74一
2　研究所は，前項の重複をさけるために，前条第1項各号の1に該当する調
　査研究が他の適当な研究機関又は個人によって既に行われている場合には，
　研究所の事業として，その調査研究をその研究機関又は個人に委託すること
　ができる。
　　（所長）
第4条研究所に所長を置く。
2　所長は，文化庁長官の申出により，文部大臣が命ずる。
3　所長は，他の政府職員と兼ねることができない。
　（報告の公表）
第5条　所長は，毎年少なくとも1回，調査研究の状況及びその成果に関する
　報告を公表しなければならない。
　（評議員会）
第6条　研究所に評議員会を置く。
2　評議員会は，研究所の毎年の事業計画，調査研究の委託その他重要事項に
　ついて審議し，所長に助言する。
3　所長は，前項の重要事項については，評議員会の助言を求めなければなら
　ない。
　（評議員）
第7条　評議員は，20人の評議員で組織する。
2　評議員は，国家公務員法（昭和22年法律第120号）の定めるところにより，
　学識経験のある者のうちから，文化庁長官が命じ，又は委嘱する。
3　学校の教職員を除く政府職員は，評議員となることができない。
4　評議員の任期は，4年とし，2年ごとにその半数を改任又は改嘱する。但
　し，再任又は再委嘱を妨げない。
5　補欠の評議員の任期は，前任者の残任期間とする。
　（評議員会の会長及び副会長）
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第8条　評議員会に評議員の互選による任期2年の会長及び副会長各1人を置
　く。
　（評議員会の運営方法に関する事項）
第9条　この法律に定めるものを除くほか，評議員会の運営方法に関する事項
　は，評議員会が定める。
　（研究所の運営）
第10条　研究所の部課等の編成，職員の選出及び配置その他研究所の運営につ
　いて必要な事項は，所長が定める。
　　　附　則
1　この法律は，公布の日から施行する。
2　この法律施行の後，最初に命ぜられ，又は委嘱される評議員のうち，半数
　の者の任期は，第7条第4項の規定にかかわらず，2年とする。
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